
証券コード7567
平成29年６月14日

株 主 各 位
東京都千代田区外神田二丁目９番10号

株 式 会 社 栄 電 子

代表取締役会長　染 谷 英 雄

第50期定時株主総会招集ご通知

拝啓 日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第50期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月28日 (水曜日）午後５時まで
に到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１. 日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時
２. 場 所 東京都文京区湯島一丁目７番５号

東京ガーデンパレス３Ｆ「平安」
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第50期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件

２. 第50期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
　第１号議案 剰余金処分の件
　第２号議案 取締役５名選任の件
　第３号議案 監査役２名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた
場 合 は、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ア ド レ ス http://www.sakae-
denshi.com/）に掲載させていただきます。
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(提供書面)
事 業 報 告

〔平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで〕

１．企業集団の現況
　(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度において当社グループは、「強い営業」「強い購買」をスローガン

に会社の基礎力を強化し、市場やお客様の様々な要望に対応できる営業体制の構

築に取り組んで参りました。

具体的には、本社直轄のプロジェクトを中心に、従来の部品単体のビジネスか

ら、お客様の部品決定･価格決定･部材発注･調達･生産までの各プロセスで発生す

る様々な課題や問題点をお客様と連携して解決する「課題解決型提案ビジネス」に

注力し、民生用製品市場への販売活動の展開など新市場開拓にも取り組んで参り

ました。

また、これらの取り組みに加え、当社グループの主力市場である半導体製造装

置関連の主要顧客の生産増に伴う需要増加もあり、前連結会計年度に比べ増収増

益となりました。

　当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高5,194百万円（前年同期比5.9

％増）、営業利益159百万円（前年同期比33.5％増）、経常利益155百万円（前年同

期比15.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利益131百万円（前年同期比25.6％

増）という結果になりました。
　
　当連結会計年度の売上高における商品の区分別概況は次のとおりであります。

区 分 売 上 高 構 成 比 前年同期比

商

品

一 般 電 子 部 品 2,915,369千円 56.1％ +6.9％

電 源 1,326,563 25.6 △4.3

電 子 デ バ イ ス 323,221 6.2 +6.6

そ の 他 629,373 12.1 +29.3

合 計 5,194,528 100.0 +5.9
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　(2) 設 備 投 資 の 状 況

特記すべき事項はありません。

　

　(3) 資 金 調 達 の 状 況

　当連結会計年度中における増資、社債の発行による資金調達はありません。

　(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

　(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状

況

　該当事項はありません。

　(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　該当事項はありません。

― 3 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 13時32分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　(8) 財産及び損益の状況

区 分
第 47 期

(平成26年３月期)
第 48 期

(平成27年３月期)
第 49 期

(平成28年３月期)
第 50 期

(平成29年３月期)

売 上 高(千円) 4,392,283 4,878,888 4,903,004 5,194,528

経 常 利 益(千円) 176,472 148,776 135,064 155,942

親会社株主に帰属する
当期純利益又は純損失(△)

(千円) △88,598 134,164 104,996 131,848

１株当たり当期純利益又は純損失(△) (円) △17円43銭 26円40銭 20円66銭 25円95銭

総 資 産 額(千円) 4,724,998 4,949,674 4,750,070 5,002,392

純 資 産 額(千円) 2,271,974 2,458,126 2,498,173 2,650,883

(注) 売上高には、消費税は含まれておりません。

　(9) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親 会 社 と の 関 係

　該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 な 事 業 内 容

東 栄 電 子 ㈱ 16,000千円 100％ 電子部品の販売

　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　該当事項はありません。
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(10) 対 処 す べ き 課 題

　当社グループの継続的な発展及び経営基盤の安定を図っていくため、対処すべ

き課題として以下の項目に取り組んで参ります。

(1)人材の確保と育成

　当社グループの継続的な発展の実現には、人材の育成は最重要課題と認識して

おり、とりわけ世代交代を可能にする人材の確保･育成が喫緊の経営課題と考えま

す。そのため計画的な採用活動のほか、人材の能力を最大限に引き出す人事制度

の整備に取り組んで参ります。

(2)新商材･新市場の開拓

　技術革新や需要変化の激しい当エレクトロニクス業界において、安定的な収益

を確保するためには、高付加価値商品の開拓と顧客に密着したサービスの徹底が

基本であると考えております。今期実践した「プロジェクト型拡販活動」を更に加

速させる中で、既存の主力商品や市場に加え、新たに核となりうる商材・市場の

開拓に取り組んで参ります。

(3)企業の信頼性向上への取り組み

　企業も社会の一員であるという基本を忘れず、法令遵守はもとより、環境への

対応、地域社会との融和などに取り組み、当社グループの利害関係者に対して透

明性のある経営を徹底いたします。中でも、当社の調達する製品の品質･含有化学

物質等の管理体制や災害へのリスク管理など、顧客からの要望が年々高まってお

り、これに対応できる体制の構築が急務であると認識しております。

　

(11) 主 要 な 事 業 内 容（平成29年３月31日現在）

　当社グループは、当社及び子会社２社で構成されており、産業用一般電子部品、

電子デバイスの販売を主な内容としております。

　東栄電子株式会社は当社の100％連結子会社であり、当社と同様に産業用一般電

子部品の販売を主な内容としております。

　心栄電子商貿（上海）有限公司は、中国を拠点として、一般電子部品の販売を

主な内容としております。同社は持分法適用会社であります。

― 5 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 13時32分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



(12) 主 要 な 事 業 所（平成29年３月31日現在）

㈱ 栄 電 子 当 社

本 社 東京都千代田区外神田

営業所
営業一課、営業二課、神奈川、西東京、埼
玉、山梨、宮城、長野、大阪、名古屋、熊本

東 栄 電 子 ㈱ 子 会 社 本 社 東京都千代田区外神田

心栄電子商貿(上海)有限公司 子 会 社 本 社 中国上海市

(13) 使 用 人 の 状 況（平成29年３月31日現在）

　 ① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減 (△）

59名 (27名 ) △４名 (＋３名 )

(注) 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載し
ております。

　 ② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 (△) 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

53名 (25名 ) △３名(＋２名 ) 37歳４カ月 ７年９カ月

(注) 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載し
ております。

(14) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

㈱ り そ な 銀 行 445,000千円

㈱ 三 井 住 友 銀 行 200,000

㈱ 東 京 都 民 銀 行 100,000

㈱ み ず ほ 銀 行 100,000

(15) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

― 6 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 13時32分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



２．株 式 の 状 況（平成29年３月31日現在）
　(1) 発行可能株式総数 20,000,000株

　(2) 発行済株式の総数 5,090,000株

　(3) 株 主 数 649名

　(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

染 谷 英 雄 1,234千株 24.28％

染 谷 美 穂 子 385 7.59

有 限 会 社 酒 東 商 事 369 7.28

染 谷 政 一 300 5.90

染 谷 崇 300 5.90

水 元 公 仁 125 2.46

Ｇ Ｍ Ｏ ク リ ッ ク 証 券 株 式 会 社 79 1.56

扇 谷 克 69 1.37

高 須 基 69 1.36

佐 藤 隆 三 59 1.16

（注) 持株比率は自己株式（8,591株）を控除して計算しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
　(1) 取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 染 谷 英 雄

取 締 役 社 長 伊 賀 憲 三 執行役員営業本部長

取 締 役 副 社 長 津 田 百 子 執行役員管理本部長兼経理部長

取 締 役 東 澤 雅 樹 執行役員管理本部副本部長兼総務部長

取 締 役 石 川 雅 也 新創監査法人公認会計士

常 勤 監 査 役 内 田 淳

監 査 役 丹 呉 常 夫

監 査 役 苫米地 和 夫

監 査 役 藤 原 幹 人 ㈱ジュパ代表取締役社長

(注) １．取締役石川雅也氏は、社外取締役であります。
２．監査役丹呉常夫氏及び監査役藤原幹人氏は、社外監査役であります。
３．監査役丹呉常夫氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定しております。
４．常勤監査役内田淳氏は、当社経理部門の要職を歴任しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。
５．大橋守夫氏は、平成28年６月29日開催の第49期定時株主総会終結の時をもって、任期満了

により取締役を退任いたしました。
６．宮本洋介氏は、平成28年11月４日開催の臨時株主総会終結の時をもって取締役を辞任によ

り退任いたしました。
　
　(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 ７名 34百万円
（う ち 社 外 取 締 役） ( １) ( 2)

監 査 役 ３名 ８百万円
（う ち 社 外 監 査 役） ( １) ( １)

合 計 10名 43百万円
（う ち 社 外 役 員） ( ２) ( ４)

(注) １．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．株主総会の決議による取締役の報酬限度額は、月額40百万円以内（ただし、使用人分給与

は含まない。）、監査役の報酬限度額は月額10百万円以内となっております。
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　(3) 社外役員に関する事項

（社外取締役） 石川 雅也氏

イ．重要な兼職先と当社との関係

　新創監査法人の公認会計士であります。

　新創監査法人と当社との間には、特別な関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

当事業年度の取締役会に15回（20回開催）出席し、主に公認会計士として

の専門的な見地などから、取締役の職務執行及び取締役会決議における意思

決定に妥当性及び適正性を確保すべく、議案の審議に必要な発言を適宜行っ

ております。

（社外監査役） 丹呉 常夫氏

イ．重要な兼職先と当社との関係

　他の会社との兼任はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

当事業年度の取締役会に２回(20回開催）及び監査役会に15回(15回開催)出

席し、主に財務的な見地から、議案･審議等に適宜発言を行っております。

（社外監査役） 藤原 幹人氏

イ．重要な兼職先と当社との関係

　株式会社ジュパの代表取締役社長であります。

　同社は電子部品の商社であり、当社と商品の販売･仕入の取引関係がありま

す。

ロ．当事業年度における主な活動状況

当事業年度の取締役会に２回(20回開催）及び監査役会に14回(15回開催）

出席し、豊富な経験に基づいた経営的見地に加えて、コーポレートガバナン

スに関する知見から、議案･審議等に適宜発言を行っております。
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５．会計監査人の状況
当社の会計監査人は、平成28年6月29日開催の第49期定時株主総会において應和監

査法人が選任され、当事業年度（第50期）の会計監査は同監査法人が実施いたしま

した。なお、第49期定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任した東陽監

査法人は、前事業年度(第49期)に係る会計監査のみを実施いたしました。

　(1) 名 称 應和監査法人

　(2) 報 酬 等 の 額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 16百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

16百万円

(注) １．監査役会は、会計監査人が提出した監査計画の妥当性や適切性等を確認し、監査時間及び
報酬単価といった算出根拠や算定内容を精査した結果、当該報酬は相当、妥当であること
を確認のうえ、報酬等を同意しております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、これらの合計
額を記載しております。

　(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　会計監査人の解任につきましては、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定

めるいずれかの事由に該当した場合、監査役会は監査役全員の同意により会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告

いたします。

　また、上記の場合の他、会計監査人の職務の執行状況、監査の品質等を総合的

に勘案して、監査役会は会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定

し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提案いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおり
であります。

【内部統制システム構築の基本方針】

(1)目的

　当社は、健全で持続的な発展をするために内部統制システムを構築及び運用(以
下「構築」という。）することが経営上の重要な課題であると考え、会社法及び会
社法施行規則並びに金融商品取引法の規定に従い、次のとおり「内部統制システ
ム構築の基本方針（以下「本方針」という。）を決定し、当社及び子会社の業務の
有効性、効率性及び適正性を確保し、企業価値の維持・増大につなげます。
　当社は、本方針に基づく内部統制システムの構築状況及び経営環境の変化等に
応じて、本方針の不断の見直しを行い、実効的かつ合理的な内部統制システムの
構築に努めます。

　
(2) 当社及び子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制

i)当社及び子会社は、法令等の遵守があらゆる企業活動の前提であると認識し、

社会の構成員としての企業人・社会人として求められる行動規範・企業倫理の遵

守の徹底を図る。

　また、当社及び子会社の取締役・使用人がこうした社会規範、倫理、法令等の

遵守及び浸透を率先垂範することにより、公正かつ適切な企業活動の実現と社会

との調和を図るものとする。

ⅱ)取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、社会規範に基づいた行動をとるた

めの行動規範として「コンプライアンス規程」を制定し、コンプライアンス強化

のための指針として、教育･啓蒙活動を実施する。

　また、コンプライアンスの徹底を図るため、総務部がコンプライアンスの取り

組みを横断的に統括し、教育及び周知を行う。

ⅲ)取締役及び使用人が重要な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事

実を発見した場合、コンプライアンス担当部署に通報するものとし、コンプライ

アンス担当部署は取締役会に報告する。

　また、取締役及び使用人が法令もしくは定款上疑義のある行為等について、そ

れを直接通報しても、当該取締役及び使用人に不利益な扱いを行わない旨等を「コ

ンプライアンス規程」において規定する。
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ⅳ)監査役及び内部監査室は連携し、コンプライアンス体制の調査、法令並びに定

款上の問題の有無を調査し、代表取締役に報告する。

　また、内部監査室は、必要に応じて子会社の内部監査を行い、内部統制の構築

状況の評価及び改善指導を行う。

ⅴ）重要な法務的問題及びコンプライアンスに関する事項は、顧問弁護士と適宜

協議し指導を受ける体制を導入する。

ⅵ)社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然

とした姿勢で組織的に対応する。

　(3) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ⅰ）当社は、「文書管理規程」に基づき、法定の議事録及び任意の経営会議議事録

のほか、取締役の職務執行に係る文書等をその添付書類とともに、規程の定める

ところによりこれを適切に保管し管理する。また、当該文書については、取締

役・監査役が常時閲覧できるものとする。

ⅱ）機密情報、個人情報などの漏えいのリスクに的確に対処するため「情報管理

規程」「個人情報保護規程」に基づき、情報管理体制の整備、強化に努める。
　
　(4) 当社及び子会社における損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ⅰ)当社及び子会社は、当社グループ全体の事業リスク、情報セキュリティー等に

関するリスク、その他の事業遂行上のリスクについて、グループ内の各所管業務

部署において認識し、専門的な検討を加えたうえ、そのリスクの低減に取り組む

とともに、取締役が所管部署の状況を監視・監督する体制をとっている。

　また、事業活動に重大な影響を及ぼすおそれのある経営リスクについては、グ

ループ内の各所管部署にて対応策を検討し、取締役会で審議しリスク管理を行う。

ⅱ)当社及び子会社のリスク管理体制が有効に機能しているか否かは、内部監査室

によっても検証され、代表取締役に適宜報告のうえ、必要があれば改善を行う。
　

(5) 当社及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

ⅰ)当社グループの取締役会は、月１回の定時取締役会及び随時開催される臨時取

締役会において経営の重要事項及び個別案件の決議を適時行う。また、子会社の

取締役会においても定時取締役会及び臨時取締役会において経営の重要事項及び

個別案件の決議を適時行う。
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ⅱ）当社及び子会社の取締役会は、取締役会が定める経営機構、代表取締役及び

その他の業務執行を担当する取締役･執行役員等の職務分掌に基づき、代表取締役

及び各業務担当取締役･執行役員に業務の執行を行わせる。

ⅲ)当社及び子会社の取締役会は、経営の意思伝達及び各部門並びに子会社の業務

執行状況と問題点の把握･対応策の討議を行う。

　また、年度予算制度により、予算の執行は各部門及び子会社が立案した業務目

標に基づく実行計画によって遂行し、目標の進捗･達成状況を定期的に代表取締役

に報告し、適宜、計画及び社内諸規程などのシステムの有効性についての確認を

行って継続的な改善に努める体制をとっている。

ⅳ)代表取締役及びその他の業務執行を担当する取締役･執行役員に業務執行の決

定を委任した事項については、「組織規程」「職務分掌規程」「職務権限規程」に定

める機関または手続きにより必要な決定を行う。これらの規程は、法令の改廃、

職務執行の効率化の必要がある場合は、随時見直すものとする。

　

　(6) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

ⅰ)当社及び子会社は、業務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の諸施策に加え、栄電子グループの企業集団としての業務の適正と効率性を確保

するために必要なグループとしての規定を「関係会社管理規程」として定めてい

る。

ⅱ)関係会社の管理は当社管理部門が担当し、管理部門担当取締役が統括する。関

係会社担当取締役は、関係会社の管理の進捗状況を定期的に取締役会において報

告する。

ⅲ）当社は、子会社を含むグループ共通の経営計画を常に認識した体制を確保す

るために、取締役が各社間の情報について常に連携する緊密な体制を構築する。

　また、グループ間が常に一定の水準を保てるよう法令遵守体制や、リスク管理

体制の整備についても当社管理部門を中心に推進する。

ⅳ)監査役は栄電子グループの連結経営に対応したグループ全体の監視･監査を実

効的かつ適正に行えるよう会計監査人との緊密な連携をとる。
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(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す

る事項

ⅰ)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、取締役会は

監査役と協議のうえ、監査役を補助すべき使用人を置く。この場合において、当

該使用人の任命、異動、評価等の人事権に係る事項については、監査役会の意見

を尊重したうえで行うものとし、その独立性が尊重され、監査役の指示の実効性

の確保に努める。

ⅱ)指名された使用人の独立性を確保するため、当該使用人への指揮権は監査役に

委譲されたものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。

　

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に

関する体制

ⅰ)当社の取締役及び使用人並びに子会社の役職員は、当社の監査役の要請に応じ

て業務の執行状況の報告を行う。

ⅱ)当社の取締役及び使用人並びに子会社の役職員は、当社または子会社に重大な

損害を与える事実が発生するおそれがあるとき、また、当社または子会社の役職

員による重大な違反行為を発見したときは、直ちに当社の監査役に報告するもの

とする。

ⅲ）当社の監査役は、常時必要に応じ、当社の取締役及び使用人並びに子会社の

役職員に対して直接説明を求めることができる。

ⅳ)当社の監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するた

め、当社及び子会社の取締役会その他重要会議に出席することができる。

　また、代表取締役との定期的な意見交換により経営方針の確認等意思の疎通に

努める。

(9) 監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受

けないことを確保するための体制

当社は、前項の監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由に不利益

な取り扱いを受けない旨を「コンプライアンス規程」に定めている。
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(10) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の

当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役がその職務の執行に関して費用の前払いなどの請求をしたとき

は、当該請求に係る費用などが当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明

しうる場合を除き、速やかに当該請求に応じる。

　

(11) 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ⅰ)取締役及び使用人は、監査の実効性、有用性に対する理解が浸透するように監

査環境を整備する。

ⅱ)監査役会は、定期的に代表取締役に対して監査実施状況や意見交換を行うため

の会議を開催している。

ⅲ)監査役は、「監査役会規程」に基づく独立性と権限により、監査の実効性を確保

するとともに、内部監査部門及び会計監査人と緊密な連携を保ちながら自らの監

査結果の達成を図る。

　

(12)財務報告の信頼性を確保する体制

財務報告の信頼性を確保するために、「財務報告に係る内部統制の基本方針書」

を策定し、財務に係る業務の仕組みを整備構築して業務の改善に努める。

　

(業務の適正を確保するための体制の運用状況)

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりでありま

す。

　

(1)内部統制システム全般

　当社及び子会社の内部統制システム全般の整備･運用状況を当社の内部監査室が

モニタリングし、改善を進めております。

　

(2)コンプライアンス

　当社は、当社及び子会社の使用人に対し、その階層に応じて必要なコンプライ

アンスについて、社内研修での教育及び会議体での説明を行い、法令及び定款を

遵守するための取組みを継続的に実施するとともに、監査役監査及び内部監査を

通じて、当社並びに子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令、定款及び
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社内規程等に基づき執行されていることを確認しております。

　また、当社は「コンプライアンス規程」により相談・通報体制を設けており、

グループ各社にも開放することでコンプライアンスの実効性向上に努めておりま

す。

　

(3)リスク管理体制

　当社及び当社子会社の経営における重大な損失、不利益等を最小限にするため

リスクの把握･評価･対応策等によるリスク管理を継続的に行っております。

　また、「危機管理マニュアル」の改定を適時行い、有事の際の迅速かつ適切な情

報伝達と緊急体制の整備･強化に努めております。

　

(4)内部監査

　内部監査室が作成した内部監査計画に基づき、当社及び子会社の内部監査を実

施致しました。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成29年３月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 2,762,492 流 動 負 債 2,116,330

現 金 及 び 預 金 772,618 支払手形及び買掛金 1,251,295

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 1,533,062 短 期 借 入 金 700,000

電 子 記 録 債 権 130,523 一年内返済予定長期借入金 50,000

商 品 295,751 リ ー ス 債 務 3,213

繰 延 税 金 資 産 17,876 未 払 法 人 税 等 25,095

そ の 他 13,474 賞 与 引 当 金 25,707

貸 倒 引 当 金 △816 そ の 他 61,018

固 定 資 産 2,239,899 固 定 負 債 235,178

有 形 固 定 資 産 1,707,908 長 期 借 入 金 95,000

建 物 及 び 構 築 物 537,474 長 期 未 払 金 3,765

器 具 及 び 備 品 2,937 リ ー ス 債 務 2,079

土 地 1,164,996 繰 延 税 金 負 債 112,450

リ ー ス 資 産 2,501 退職給付に係る負債 21,714

無 形 固 定 資 産 37,977 預 り 保 証 金 170

借 地 権 28,203

リ ー ス 資 産 2,681 負 債 合 計 2,351,509

そ の 他 7,092 純 資 産 の 部

投資その他の資産 494,013 株 主 資 本 2,513,303

投 資 有 価 証 券 465,487 資 本 金 500,000

そ の 他 60,865 資 本 剰 余 金 372,500

貸 倒 引 当 金 △32,339 利 益 剰 余 金 1,644,632

自 己 株 式 △3,828

その他の包括利益累計額 137,579

その他有価証券評価差額金 137,316

為替換算調整勘定 263

純 資 産 合 計 2,650,883

資 産 合 計 5,002,392 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,002,392
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連 結 損 益 計 算 書

〔平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで〕

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 5,194,528

売 上 原 価 4,331,103

売 上 総 利 益 863,424

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 704,146

営 業 利 益 159,278

営 業 外 収 益 18,695

受 取 利 息 35

受 取 配 当 金 13,553

不 動 産 賃 貸 収 入 1,976

仕 入 割 引 1,229

そ の 他 1,900

営 業 外 費 用 22,031

支 払 利 息 8,482

不 動 産 賃 貸 費 用 1,455

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 8,366

為 替 差 損 3,152

そ の 他 575

経 常 利 益 155,942

特 別 利 益 6,561

固 定 資 産 売 却 益 6,561

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 162,504

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 34,168

法 人 税 等 調 整 額 △3,513

当 期 純 利 益 131,848

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 131,848
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連結株主資本等変動計算書

〔平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで〕

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 500,000 372,500 1,538,190 △3,828 2,406,861

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △25,407 △25,407

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

131,848 131,848

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 106,441 ― 106,441

当 期 末 残 高 500,000 372,500 1,644,632 △3,828 2,513,303

その他の包括利益累計額

純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 88,491 2,819 91,311 2,498,173

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △25,407

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

131,848

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 （純 額）

48,825 △2,556 46,268 46,268

当 期 変 動 額 合 計 48,825 △2,556 46,268 152,710

当 期 末 残 高 137,316 263 137,579 2,650,883

― 19 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 13時32分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等

　(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 １社

連結子会社の名称 東栄電子株式会社

② 非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称 心栄電子商貿（上海）有限公司

連結範囲から除いた理由 心栄電子商貿（上海）有限公司は、小規模会社であり、総資産、

売上高、利益剰余金はいずれも連結計算書類に重要な影響を及

ぼさないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した非連結子会社の数及び非連結子会社の名称

持分法を適用した非連結子会社の数 １社

会社等の名称 心栄電子商貿（上海）有限公司

② 持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年度に

係る計算書類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

時価のあるもの ：決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ：移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産

商 品 ：移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産を

除く）

：定率法。但し、平成10年４月１日以降に取得した建物 (建物附属設備を

除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ８～50年

ロ．無形固定資産

（リース資産を

除く）

：定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。

ハ． リ ー ス 資 産：所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当連結会計年度にお

ける負担分を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。但し、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引に

ついては、特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……変動金利借入金
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ヘッジ方針

変動金利借入金利息の将来の金利上昇による増加を軽減することを目的に、変動金利受

取固定金利支払の金利スワップ取引を行っております。

ヘッジ有効性評価の方法

有効性の評価は、四半期毎に、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フ

ローの変動の累計の比率分析を行う方法によっております。

なお、特例処理の要件を満たすものについては有効性の評価を省略しております。

⑥ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　イ.重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

　ロ.消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　

(5) 会計方針の変更

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更してお

ります。なお、当連結会計年度において、連結計算書類への影響額はありません。

(6) 追加情報

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３

月28日）を当連結会計年度から適用しております。
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２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産 建 物 392,175千円

土 地 1,044,305千円

投 資 有 価 証 券 80,900千円

計 1,517,380千円

上記資産は、短期借入金600,000千円、一年内返済予定長期借入金50,000千円及び長期借入金

95,000千円の担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 787,385千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 5,090,000株 －株 －株 5,090,000株

　(2) 剰余金の配当に関する事項

　 ① 配当金支払額

・配当金の総額 25,407千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たりの配当金額 ５円

・基準日 平成28年３月31日

・効力発生日 平成28年６月30日

　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

・配当金の総額 25,407千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当金額 ５円

・基準日 平成29年３月31日

・効力発生日 平成29年６月30日
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４．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入に

より資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図ってお

ります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握

を行っております。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入

金の金利変動リスクに対して支払利息の固定化を図る金利スワップ取引を実施してヘッジしてお

ります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評

価方法等については、前述の「会計方針に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の

方法」をご覧下さい。

　(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額(※) 時価(※) 差額

①現金及び預金 772,618 772,618 ―

②受取手形及び売掛金 1,533,062 1,533,062 ―

③電子記録債権 130,523 130,523 ―

④投資有価証券 402,485 402,485 ―

⑤支払手形及び買掛金 (1,251,295) (1,251,295) ―

⑥短期借入金 ( 700,000) ( 700,000) ―

⑦長期借入金 ( 145,000) ( 145,996) 996

⑧リース債務 ( 5,292) ( 5,231) △60

(※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、並びに③電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。
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④投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、非上場株式（連結貸借対照表計上額63,002千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積もるには過大なコストを要するなど、時価を把握することが極めて困難と認

められるため「投資有価証券」には含めておりません。

⑤支払手形及び買掛金、並びに⑥短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

⑦長期借入金、並びに⑧リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。

（注２）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

1年内
1年超

5年内

現金及び預金 772,618 ―

受取手形及び売掛金 1,533,062 ―

電子記録債権 130,523 ―

合計 2,436,205 ―

（注３）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）

1年内
1年超

2年内

2年超

3年内

3年超

4年内

4年超

5年内
5年超

長期借入金 50,000 20,000 20,000 20,000 20,000 15,000
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５．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため注記の記載を省略しております。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 521円68銭

(2) １株当たり当期純利益 25円95銭

７．重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。

８．その他の注記

　 該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表

(平成29年３月31日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 2,300,691 流 動 負 債 1,903,939
現 金 及 び 預 金 529,349 支 払 手 形 560,676
受 取 手 形 438,640 買 掛 金 488,405
電 子 記 録 債 権 130,523 短 期 借 入 金 700,000
売 掛 金 916,030 一年内返済予定長期借入金 50,000
商 品 257,987 リ ー ス 債 務 3,213
前 払 費 用 5,221 未 払 金 15,965
繰 延 税 金 資 産 16,044 未 払 費 用 20,800
そ の 他 7,619 未 払 法 人 税 等 24,058
貸 倒 引 当 金 △726 未 払 消 費 税 等 12,357

固 定 資 産 2,165,483 賞 与 引 当 金 22,541
有 形 固 定 資 産 1,707,849 預 り 金 5,285
建 物 536,929 そ の 他 634
構 築 物 544 固 定 負 債 233,539
器 具 及 び 備 品 2,878 長 期 借 入 金 95,000
土 地 1,164,996 長 期 未 払 金 3,765
リ ー ス 資 産 2,501 リ ー ス 債 務 2,079

無 形 固 定 資 産 37,309 繰 延 税 金 負 債 111,464
借 地 権 28,203 退 職 給 付 引 当 金 21,060
リ ー ス 資 産 2,681 そ の 他 170
電 話 加 入 権 6,424 負 債 合 計 2,137,479

投資その他の資産 420,323 純 資 産 の 部
投 資 有 価 証 券 389,354 株 主 資 本 2,194,064
関 係 会 社 株 式 10,000 資 本 金 500,000
出 資 金 3,350 資 本 剰 余 金 372,500
関 係 会 社 出 資 金 10,272 資 本 準 備 金 372,500
会 員 権 3,500 利 益 剰 余 金 1,325,393
差 入 保 証 金 3,846 利 益 準 備 金 71,780
破 産 更 生 債 権 等 16,194 その他利益剰余金 1,253,613
貸 倒 引 当 金 △16,194 固定資産圧縮積立金 150,310

別 途 積 立 金 800,000
繰越利益剰余金 303,302

自 己 株 式 △3,828
評価・換算差額等 134,630

その他有価証券評価差額金 134,630
純 資 産 合 計 2,328,695

資 産 合 計 4,466,174 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,466,174
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損 益 計 算 書

〔平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで〕

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 4,569,653

売 上 原 価 3,827,741

売 上 総 利 益 741,912

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 626,014

営 業 利 益 115,897

営 業 外 収 益 25,355

受 取 利 息 35

受 取 配 当 金 11,498

仕 入 割 引 1,229

不 動 産 賃 貸 収 入 11,426

そ の 他 1,164

営 業 外 費 用 16,426

支 払 利 息 8,482

不 動 産 賃 貸 費 用 4,216

そ の 他 3,727

経 常 利 益 124,827

特 別 利 益 6,561

固 定 資 産 売 却 益 6,561

税 引 前 当 期 純 利 益 131,388

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 22,746

法 人 税 等 調 整 額 △5,938

当 期 純 利 益 114,580
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株主資本等変動計算書

〔平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで〕

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 500,000 372,500 372,500 71,780 153,906 800,000 210,534 1,236,220

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △25,407 △25,407

当 期 純 利 益 114,580 114,580

固定資産圧縮積立金取崩 △3,595 3,595 ―

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― △3,595 ― 92,768 89,173

当 期 末 残 高 500,000 372,500 372,500 71,780 150,310 800,000 303,302 1,325,393

　
株 主 資 本 　評価・換算差額等

純 資 産 合 計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証券評価差額金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △3,828 2,104,891 89,664 89,664 2,194,555

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △25,407 △25,407

当 期 純 利 益 114,580 114,580

固定資産圧縮積立金取崩 ― ―

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） ― 44,965 44,965 44,965

当 期 変 動 額 合 計 ― 89,173 44,965 44,965 134,139

当 期 末 残 高 △3,828 2,194,064 134,630 134,630 2,328,695
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個 別 注 記 表

　
１．重要な会計方針に係る事項

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ① 関係会社株式：移動平均法による原価法

② その他有価証券

　時価のあるもの ：決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの ：移動平均法による原価法

③ たな卸資産

　 商 品 ：移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

（リース資産を

除く）

：定率法。但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ８～50年

② 無形固定資産

（リース資産を

除く）

：定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づいております。

③ リ ー ス 資 産：所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

　(3) 引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。

　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付

債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

③ 賞 与 引 当 金

　従業員に対して支給する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度における負

担分を計上しております。
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　(4) 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。但し、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引に

ついては、特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……変動金利借入金

ヘッジ方針

変動金利借入金利息の将来の金利上昇による増加を軽減することを目的に、変動金利受

取固定金利支払の金利スワップ取引を行っております。

ヘッジ有効性評価の方法

有効性の評価は、四半期毎に、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フ

ローの変動の累計の比率分析を行う方法によっております。

なお、特例処理の要件を満たすものについては有効性の評価を省略しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

② 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(6) 会計方針の変更

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に

取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。な

お、当事業年度において、計算書類への影響額はありません。

(7) 追加情報

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月

28日）を当事業年度から適用しております。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産 建 物 392,175千円

土 地 1,044,305千円

投資有価証券 80,900千円

計 1,517,380千円

上記資産は、短期借入金600,000千円、一年内返済予定長期借入金50,000千円及び長期借入金

95,000千円の担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 787,089千円

　(3) 関係会社に対する金銭債権、債務

① 短期金銭債権 24,228千円

② 短期金銭債務 11,558千円

(4) 取締役及び監査役に対する金銭債務

　 金銭債務 7,885千円

３．損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

① 売 上 高 116,110千円

② 仕 入 高 112,904千円

③ 営業取引以外の取引高 9,534千円

　
４．株主資本等変動計算書に関する注記

　 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 8,591株 ―株 ―株 8,591株

　
５．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は賞与引当金、商品評価損の否認等であり、繰延税金負債の発生の

主な原因は固定資産圧縮積立金であります。

　
６．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については所有権移転外ファイナンス・

リース契約により使用しております。
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７．関連当事者との取引に関する注記

　関連当事者との取引に関しましては、子会社、役員が代表者である会社との取引が該当しますが、

一般の取引条件と同等の条件にて取引していることから、注記の記載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 458円28銭

(2) １株当たり当期純利益 22円55銭

　
９．重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。

　
10．その他の注記

　 該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月９日

株式会社栄電子
　 取締役会 御中

應 和 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 澤 田 昌 宏 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 澤 田 昌 輝 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社栄電子の平成28
年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に
よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、株式会社栄電子及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月９日

株式会社栄電子
　 取締役会 御中

應 和 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 澤 田 昌 宏 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 澤 田 昌 輝 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社栄電子の
平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第50期事業年度の計算書類、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第50期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議
の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(１)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状
況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(２)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職
務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、
情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施
しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を
閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及
び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の
業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項
及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に
基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂
行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号
に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及
びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の

職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人應和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人應和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月15日

株式会社栄電子 監査役会

常勤監査役 内 田 淳 ㊞

社外監査役 丹 呉 常 夫 ㊞

監 査 役 苫米地 和 夫 ㊞

社外監査役 藤 原 幹 人 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　第50期の期末配当につきましては、当期の業績、今後の事業環境及び事業の継続的

成長のための内部留保などを総合的に勘案し、以下のとおりとさせていただきたいと

存じます。

　 (1)配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき ５円 総額25,407,045円

　 (配当財産の総額は、自己株式8,591株分を除いて計算しております。）

　 (2)剰余金の配当が効力を生ずる日

　 平成29年６月30日
　

第２号議案　取締役５名選任の件

　取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役

５名の選任をお願い致したく存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
及び重要な兼職の状況

所有株式数
（千株）

１
染 谷 英 雄

(昭和16年11月３日生)

昭和46年４月
昭和52年12月

当社設立、代表取締役社長
東栄電子株式会社設立、代表取締役社長

1,234

昭和59年４月 酒東不動産管理株式会社設立、取締役
平成元年３月 有限会社酒東商事設立、代表取締役(現

任）
平成11年４月 当社代表取締役会長

平成13年６月 東栄電子株式会社取締役
平成15年６月 酒東不動産管理株式会社代表取締役
平成19年４月 当社代表取締役会長兼社長
平成19年11月

平成20年６月
平成21年１月
平成22年６月
平成23年３月
平成23年３月
平成24年11月

心栄電子商貿(上海)有限公司設立、董事
長
当社取締役会長
当社代表取締役社長
当社相談役
東栄電子株式会社代表取締役社長(現任)
当社代表取締役会長
当社取締役会長

平成25年６月
平成27年６月

平成28年６月

当社相談役
当社代表取締役会長兼執行役員管理本部
長
当社代表取締役会長(現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
及び重要な兼職の状況

所有株式数
（千株）

２
伊 賀 憲 三

(昭和20年11月２日生)

昭和39年４月

平成12年３月
平成12年６月
平成18年６月
平成24年２月
平成28年６月

平成28年９月
平成28年11月

日本電気ホームエレクトロニクス株式会
社入社
ＫＯＡ株式会社入社、顧問
ＫＯＡ株式会社、取締役
株式会社ジュパ入社、専務取締役
当社入社、社長室長
当社会長室長兼営業本部長
東栄電子株式会社取締役(現任)
当社執行役員社長兼営業本部長
当社取締役社長兼営業本部長(現任）

4

３
津 田 百 子

(昭和42年７月12日生)

平成２年４月
平成23年７月
平成25年６月
平成27年６月
平成28年６月

当社入社
当社経理課長
当社取締役経理部長
当社取締役兼執行役員経理部長
当社取締役副社長兼管理本部長兼経理部
長(現任)

9

４
東 澤 雅 樹

(昭和24年８月８日生)

昭和52年４月

平成10年６月
平成14年４月
平成25年４月
平成26年６月
平成27年６月
平成28年６月

株式会社日本興業銀行(現株式会社みず
ほ銀行）入行
同行業務部参事役
同行経営企画部参事役
一般社団法人日本商工倶楽部専務理事
当社入社、内部監査室
当社執行役員総務部長
当社取締役管理本部副本部長兼総務部長
(現任）

-

５
石 川 雅 也

(昭和54年６月18日生)

平成15年４月
平成23年１月
平成26年４月
平成27年12月
平成28年６月

前田建設工業株式会社入社
株式会社大塚商会入社
新創監査法人入所(現任)
公認会計士開業登録(現任)
当社取締役(現任）

-

(注)１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
　 ２．石川雅也氏は社外取締役候補者であります。
　 ３．社外取締役の選任理由

　石川雅也氏は、公認会計士としての専門的な知識･経験等を有しており、当社のガバナンス
体制強化と経営全般に対する助言を期待し、社外取締役としての選任をお願いするものであり
ます。

　 なお、石川雅也氏は社外取締役となること以外の方法で直接会社経営に関与された経験はあ
りませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断いたしま
した。

　 ４．石川雅也氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって１年であります。
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第３号議案　監査役２名選任の件

　監査役内田淳、苫米地和夫、藤原幹人の３氏は、本総会終結の時をもって任期満了

となります。つきましては、当社の監査体制の現況を鑑み、監査役２名の選任をお願

い致したく存じます。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位
及び重要な兼職の状況

所有株式数
（千株）

１
䑓 蔵 万 留 美(※)

(昭和31年5月20日生）

平成12年９月 関東財務局 理財部

－
平成17年11月 株式会社ファイブ入社
平成19年５月 株式会社タチバナ電子入社
平成21年４月 合併により東栄電子株式会社入社(現任)

２
藤 原 幹 人

(昭和21年７月13日生)

昭和47年６月 有限会社十条パーツ設立、代表取締役社
長

26昭和59年１月 株式会社十条パーツ(現株式会社ジュパ)
へ組織変更、代表取締役社長(現任）

平成21年６月 当社監査役(現任）

(注)１．※は新任の監査役候補者であります。
　 ２．䑓蔵万留美氏との間に特別の利害関係はありません。
　 ３．藤原幹人氏は社外監査役候補者であります。藤原幹人氏は、株式会社ジュパの代表取締役社

長を兼務しております。
　 ４．藤原幹人氏が代表取締役社長をしております株式会社ジュパと当社とは、電子部品の販売仕

入取引があります。
　 ５. 社外監査役の選任理由

　藤原幹人氏は、電子部品業界における長年の経営経験から十分な知見を有しており、当社監
査役として経営全般の監視をお願いするとともに、経営改善に向けて有効な助言を期待し、社
外監査役として選任をお願いするものであります。

　 ６．藤原幹人氏の当社社外監査役就任期間は、本総会終結の時をもって８年であります。

　

以 上
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〈メ モ 欄〉
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至湯島天神

神田明神前

湯島聖堂

至東京至新宿

神田川

東京医科歯科大学
附属病院地下鉄丸ノ内線御茶ノ水駅

地下鉄千代田線新御茶ノ水駅

外堀通り

蔵
前
橋
通
り

JR御茶ノ水駅

御
茶
ノ
水
橋

聖
　
橋

本郷通り

株主総会会場ご案内図

会 場 東京都文京区湯島一丁目７番５号

東京ガーデンパレス３Ｆ「平安」

電話（03）3813－6211
　

　

　● ＪＲ中央線「御茶ノ水駅」下車、「聖橋口」より徒歩５分

　● 東京メトロ千代田線「新御茶ノ水駅」下車、徒歩５分

　● 東京メトロ丸ノ内線「御茶ノ水駅」下車、徒歩５分
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